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   #
   #
   #
西岡俊哲「わが国における小売業の長期的変化に
関する一試論」関西大学『商学論集』第巻㧜・
合併号，ページ。
出所）『商業統計表』各年版より作成。
小売業の盛衰と国家の流通政策（Ⅱ）
Page:18無断転載禁止　
小売業の盛衰と国家の流通政策（Ⅱ） BVg#
の経営者としての資質には大きな違いがあり，
キロ地点を過ぎないうちに早くも大量脱落があっ
た（「スーと出てパーと消える」と揶揄される）。
こうして年代に入ると早くも，先頭集団がは
っきりしはじめる。とはいえ個別企業レベルでの
発展，つまりそのチェーン展開は年代中ごろま
では比較的緩慢であった。」（中野安「小売業」，
ページ）
））中野安「現代日本資本主義と流通機構」，─
ページ。
）馬場雅昭「日本における小売商店数の減少につい
て」（Ⅱ）図参照。
　　飲食料品小売業におけるマーケット・シェアの推
移については，同上論文（Ⅱ）表参照。または，
馬場『日本中小小売業の構造変化』同文舘出版，
年，ページ参照。
）同上論文（Ⅰ）表㧛参照。
））中野安，前掲論文，ページ。
）中野安「小売業」，ページ。
　　年間販売額でセルフサービス店が百貨店を凌駕し
たのは，『年　商業統計表』においてである。
年間販売額構成比で見るとセルフサービス店は，
年の#％へ，百貨店は#％へと推移している
（本稿における表㧛参照。通産省『わが国の商業　
』通商産業調査会，年，ページ）。
年にダイエーの売上高が百貨店㧛位の三越をつい
に上回ったことはその象徴といってよい。本章の
注）参照。
）馬場雅昭『日本中小小売業の構造変化』ページ。
「日本における中小小売業の変化」日本流通学会
『流通』第号，年，表㧞参照。
）中野安「小売業」，ページ。
）森下二次也「中小小売商問題の展開と商業政策」
大阪経済大学中小企業経営研究所『経営経済』第
㧢号，年，㧛ページ。『流通組織の動態』千倉
書房，年，ページ所収。
）））森下，同上論文，─ページ。同上書，
─ページ。傍線─引用者。「（戦前の─引
用者）中小小売商問題に対応する政策は中小小売────
商保護政策─────であった。……この時期に中小小売商
の保護をいうことは，裏をかえせば中小小売商を
存立せしめていた特殊経済構造的な諸要因を温存
するということにほかならなかった。そしてこの──
特殊な諸要因の温存がわが国独占資本主義の成立，───────────────────────
発展にとって不可欠の条件────────────をなしたものであった
かぎり……」（森下，同上論文，㧡ページ。同上書，
─ページ。傍線──引用者）
）出家健治『零細小売商業研究』ミネルヴア書房，
年，ページ。
））片桐誠士「流通近代化の政策と論理」岡村・
片桐・保田編『現代日本の流通政策　講座　現代
日本の流通経済　㧞』大月書店，年，─ペ
ージ。
　　本稿Ⅱ章「中小零細小売業とスーパー・マーケッ
ト」で引用した保田説，西村説は「社会政策的視
点に立脚した商業政策」，田村説，小谷説，鈴木説
は「経済合理性の政策的実現を意図する流通政策」
と区別することが出来るであろう。
）片桐誠士，同上論文，ページ。
））杉本修「大型店と小売商業政策の展開」『小売
業　転換期の流通経済　㧛』大月書店，年，
─ページ。
））通産省・中小企業庁編『年代の流通産業ビ
ジョン』通商産業調査会，年，─ページ。
）杉本修，前掲論文，ページ。
）ところが，保田氏は「この㧜つの部分こそ目的で
ある」（『国際化時代の流通政策』ミネルヴァ書房，
年，ページ）と主張している。
）年代末からスーパーの発展テンポが加速する
ようになった理由は何か。
　　第㧛に，高度成長期に一層著しくなった地価の上
昇をテコにした特異な蓄積＝資金調達方法。第㧜
に，総合商社との提携によるスーパーの拡大。第
㧝に，高度成長期後半になると資金調達先に大き
い変化が生まれたこと。有力金融機関がスーパー
に急速接近したこと。中野氏によれば，「この時に
成立した両者の緊密な関係と巨額の融資こそは，
年代末からの大規模スーパー・チェーンの高蓄
積を支えた最も重要な要因である」（中野安「小売
業」，ページ）。
））中野安，同上論文，─ページ。
）出家健治氏は次のように述べている。
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　　「……高度成長経済に入ると状況は一変した。……
『大量生産体制』と『大量消費体制』をつなぐ『大
量販売体制』の問題が生じ，理論的には『流通革
命論』が登場することになる。『流通革命論』は古
い封建的な諸関係を一掃して純粋に『近代的』な
『資本主義的流通システム』を構築する理論であっ
た。非資本主義的な流通を一掃して，『細くて長い
流通システム』から『太くて短い流通システム』
への転換を……めざしていたということができる。
　　　この転換は流通サイドの固有の問題というわけ
ではなかった。この当時の政府は明らかに経済構
造における産業構造の『二重構造』を解消する方
向に動いており，その意味でも経済構造全体を『プ
ロシャ型』から『アメリカ型』へ転換させようと
したことが政策的にみられた。中小企業の近代化
が俎上にのぼり，『中小企業基本法』が制定され，
その一環で中小商業の近代化も推し進められた。
このような政策の方向をみるかぎり，政府は経済
システム全体の効率化を志向したということがで
き，古い封建的な諸関係を利用しながら資本主義
的な発展をめざすのではなく，古い封建的な諸関
係を一掃した純粋な『アメリカ型』の資本主義的
発展をめざすこと（ママ）政策目標に掲げていた
と推定できる。『流通革命』の主張はまさにその流
通版であった。『流通革命論』の主張を理想的な資
本主義的な流通システムとみなした政府は，経済
システム全体の効率化の確立を願って，『大量生産
体制』と『大量消費体制』をつなぐ『大量販売体
制』の構築を政策目標として設定し，『流通近代化』
の政策を推し進めた。」（出家健治「大規模小売店
舗法の規制『効果』と零細小売業について─『規
制強化』論と『規制強化』批判の関連において
─」福岡大学『商学論叢』第巻第㧝・㧞号，
年，─ページ）
）森下二次也，前掲論文，ページ。前掲書，ペ
ージ。
）中野安，前掲論文，ページ。傍線─引用者。
）とりあえずは以下の論文，著書を参照されたい。
　　日本経済新聞社編『大店法が消える日』第㧞章「大
型店 KH中小商店の年戦争」，鈴木安昭，第㧠章
「大店法─存続か，廃止か─」第㧜節「公共政
策としての大店法」第㧝項「大店法の成立」，参考
資料㧜「『大店法』関連年表，年，日本経済新
聞社。
　　川野訓志「大規模小売店舗法の変遷への一考察」
大阪市立大学『経営研究』第巻第㧞号，年。
　　加藤義忠「大規模小売店舗法の特徴」「大店法改正
とその後の規制強化」「最近の流通規制緩和の展開」
関西大学『商学論集』第巻第㧠号，第巻第㧜
号，第㧟号，いずれも年。加藤・佐々木・真
部『小売商業政策の展開』第㧝～㧠章，同文舘出
版，年所収。「大店法の廃止と大店立地法の制
定」（Ⅰ，Ⅱ）関西大学『商学論集』第巻第㧠号，
第巻第㧛号，年。
　　西岡俊哲「大店法廃止と流通政策」関西大学『商
学論集』第巻第㧜号，年。
　　坂本秀夫『現代日本の中小商業問題─新しい競
争の時代を迎えて─』信山社，第㧟～㧢章，
年。
　　番場博之「大店法の実効性と零細小売業─小売
業政策と小売業構造の連動性に関する序論─」
『千葉商大論叢』第巻第㧛号，年。
　　「日本の流通政策に何が問われるか，保田芳昭さん
に聞く」，佐藤喬「大店法から大店立地法へ─
年代以降の流通政策の変遷─」，番場博之「大店
法の実効性とテナント問題」いずれも『経済』
年㧢月号。
　　出家健治『零細小売業研究』第㧛～㧜章，ミネル
ヴァ書房，年，「大規模小売店舗法の規制『効
果』と零細小売業について─『規制強化』論と
『規制強化』論批判の関連において─」
）年表作成にあたり次の論文を参考にした。番場博
之「大店法の実効性と零細小売業」，ページ。
　　坂本秀夫，前掲書，ページ。
）番場博之，同上論文，ページ。
）馬場雅昭「日本における小売商店数の減少につい
て」（Ⅱ）『阪南論集　社会科学編』第巻第㧛号，
ページ，図㧢参照，年。このことを最初に
指摘したのは年のことである。
　　「個人経営の小売店は，昭和年から年までの
年間で，販売額シェアをポイントも激減させて
いる。……大店法の『保護』の下で，年間で
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ポイントも激減したということは，大店法が廃止
されると，さらなるポイントの減少は，……
年間を要しないであろう。」（「小売商店数の減少と
小売業の構造変化」『阪南論集　社会科学編』第
巻第㧛号，年，─ページ。『日本中小小
売業の構造変化』，─ページ所収。
　　個人商店の中でも，「常時雇用従業者を使用してい
ない個人商店」の商店数，年間販売額の激減につ
いては，馬場，「日本における小売商店数の減少に
ついて」（Ⅱ）─ページ，図㧣，表㧢参照。
　　また，従業者㧜人以下の個人商店数の推移につい
ては，本章における注㧞を参照されたい。
）番場博之，前掲論文，ページ。
）番場博之，前掲論文，ページ。
）番場博之，前掲論文，ページ。
）西岡俊哲，前掲論文，ページ。
）以下のことは出家健治氏の研究に学んだ。前掲論
文，─ページ。
～）保田芳昭「大店法廃止『答申』を考える」全
商連付属中小商工業研究所『中小商工業研究』第
号，年，㧠ページ。
～）保田芳昭，同上論文，㧣ページ。
）坂本秀夫「流通規制緩和批判」富士短期大学『フ
ジ・ビジネス・レビュー』第号，年，ペ
ージ。
）～）坂本秀夫，同上論文，ページ。坂本秀夫
氏の論文は，前掲書，第㧡章に所収されている。
）鈴木武「日本型流通システムの問題点とその改善
の方向」福岡大学『商学論叢』第巻第㧞号，
年，ページ。詳しくは，本稿Ⅱ章　注㧡）
参照。
）石原武政「流通調整政策」鈴木武『現代の流通問
題─政策と課題─』東洋経済新報社，年，
─ページ。
）田村正紀「大店法イデオロギーの終焉」日本経済
新聞社編『大店法が消える日』，─ページ。
））西岡俊哲，前掲論文，─ページ。
）西岡俊哲，前掲論文，ページ。
）西岡俊哲，前掲論文，ページ。
）田村正紀，『日本型流通システム』，ページ。
）以上のことは，出家健治氏の研究に学んだ。前掲
論文，─ページ。
）馬場雅昭「日本における中小小売業の変化」日本
流通学会年報『流通』第号，年，，ペ
ージ，図㧜，表㧛。
　　～年における個人商店の開業店数は
!店である（『商業統計表』年版，第㧛
巻，ページ）。～年から～年
にいたる年間に開業数は#％減少していること
になる。
）馬場雅昭「日本における小売商店数の減少・補論」
『阪南論集　社会科学編』第巻第㧛号，年，
，ページ，表㧟，表㧜。全商店数に占める「常
時雇用従業者を使用していない個人商店」の割合
は，年当時#％であった。「日本における小
売商店数の減少について」（Ⅱ）『阪南論集　社会
科学編』第巻第㧛号，年，ページ，図㧣。
）馬場雅昭「小売商店数の減少と小売業の構造変化」
『阪南論集　社会科学編』第巻第㧛号，年，
第図，ページ。『日本中小小売業の構造変化』，
ページ。図㧜─参照。小売業全体に占める飲
食料品小売業のシェアについては，同上論文，
ページ，同上書ページ。
））馬場雅昭，「日本における小売商店数の減少に
ついて」（Ⅱ），ページ，図㧣。
）馬場雅昭「小売商店数の減少と小売業の構造変化」，
第図，ページ，同上書，ページ，図㧜─
。
）馬場雅昭「中小小売経営体の変化」『阪南論集　社
会科学編』第巻第㧛号，─ページ。同上書，
─ページ。
　　開業資金の高額化については，別稿で詳しく論ず
ることとしたい。
）馬場雅昭「日本における中小零細小売業の存在形
態」『阪南論集　社会科学編』年，─ペ
ージ，第㧛表，第㧜表。同上書，㧜─㧞ページ，表
㧛─㧛，表㧛─㧜。
）糸園辰雄『日本中小商業の構造　改訂版』ミネル
ヴァ書房，年，─ページ。
）年における従業者規模㧛～㧜人層には，#万
店の小売店があったものの，その内の#％・#
万店は個人商店であった（注参照）。
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　　この規模層は「明確な経済計算原則のうえに立つ
近代経営的性格の店舗」ではなく，「経済計算原則
の世界の外にある店舗」（中野安「小売業」，ペ
ージ）であろう。
　　これらの「生業店は経営学でいう企業概念で把握
しえない小売商である。その特質を要約的にのべ
れば，第㧛に，その事業規模がきわめて小さく，
副業化，兼業化しているものが多く，第㧜に，そ
の経営目的は事業主の家族の生計費の維持にむけ
られ……第㧞に，経営と家計が未分化であり，事
業に投下される資金は資本として機能しない。」（田
村正紀『日本型流通システム』，ページ）
　　それ故，「経営」効率の#％，#％を過大視し
てはならないものの，無視，軽視しては，「経営」
「事業」が存続出来るものではない。
）中野安氏は，小売業衰退の原因を参入・退出条件
の変化という側面からとらえ，参入面では，「競争
の激化＝収益性の悪化，労働条件の劣悪化，その
他により，参入インセンティブが低下している」
（「年代日本の小売業」糸園辰雄編『現代資本
主義と流通』ミネルヴァ書房，年，㧞ページ）
と看なしている。
）坂本秀夫「流通規制緩和批判」，ページ。『現代
日本の中小商業問題』，─ページ。詳しくは，
本稿Ⅳ－㧞における　注）参照。「日本の流通に
何が問われるか　保田芳昭さんに聞く」『経済』
年㧢月号，─ページ。共産党『赤旗』
年㧠月日付。
）坂本秀夫，同上論文，ページ。同上書，─
ページ。
）西岡俊哲，前掲論文，ページ。
））馬場雅昭「日本における小売商店数の減少・
再論」『阪南論集　社会科学編』第巻第㧛号，
年，，ページ，表㧟，表㧜。
）「唯物弁証法は，外部の原因を排除するものだろう
か。……唯物弁証法は，外部の原因は変化の条件───────────
であり───，内部の原因は変化の根拠───────────であって，外部
の原因は内部の原因を通じて作用すると考える。
鶏の卵は適当な温度をあたえられると鶏に変化す
るが，しかし温度は石を鶏にかえることはできな
い。両者の根拠がちがうからである。」（毛沢東『実
践論・矛盾論』，岩波文庫，ページ。傍線──引
用者）
）鈴木安昭氏は次のように述べている。
　　「『大店法がありながら，中小小売業者が減少して
いる。これは大規模小売店舗法が存在意義を失っ
ていることを示している』というような意味の意
見が聞かれることがある。この種の意見は大店法
の意義を誤解ないし過大評価している。それは，
大店法が中小小売業を『保護』する法律であると
いわれることからの短絡的な理解にすぎない（法
律には保護するとは書かれていない）。中小小売業
の存続を規定する要因は多数ある。確かに大型店
の影響はそのなかにあって重要な要因であるが，
あくまでも諸要因の一つに過ぎない。」（「公共政策
としての大店法─『中小小売商』存続との関連
─」日本経済新聞社編『大店法が消える日』，
─ページ）
）西岡俊哲，前掲論文，ページ。注 ）参照。
）番場博之氏は次のように言う。
　　「……零細小売業にとって大店法は長期的には病気
の進行を遅らせる効果をもち，そこでの規制強化
は短期的に症状を押えるという効果をもっていた
が，根本的に病気を治癒させてくれる特効薬では
なかったということである。
　　……大規模小売店舗の新規出店を押さえるという
大店法の手法では零細小売業の商店数減少はくい
止めることができず，零細小売業の地位低下を遅
らせることしかできないということである。」（番
場博之，前掲論文，─ページ）
　　「もちろん，大店法により大規模小売店舗の出店が
抑制されていなければ，零細小売業の商店数減少・
地位低下という病気は進行し，症状はより悪化し
ていたであろう。しかし，大店法の規制の強弱と
は関係なく零細小売業がその地位を低下させてい
ったということは，その低下の根本要因は別にあ
るということである。」（番場博之，前掲論文，
ページ）
　　出家健治，前掲論文，─ページ参照。
小売業の盛衰と国家の流通政策（Ⅱ）
Page:22無断転載禁止　
小売業の盛衰と国家の流通政策（Ⅱ） BVg#
結びにかえて
　日本の小売商店数は，（昭和）年調査
をピークに減少し続けており，（平成）
年までの年間で約％減少した。㧛～㧜人規
模層にかぎって見れば，その減少率は約％で
ある。小売商業政策，とりわけ中小零細小売商
業政策が全くなかったのかと言えば，そうでは
ない。年には中小零細小売商業者と百貨店
との運動の結果，大店法が施行されたのであ
る。零細小売商業は大店法の「保護」を受けな
がらも，商店数を減少させたのであるから，大
店法の「有効性」をめぐって活発に議論が行な
われるのは自然のことである。本稿の最終目的
は大店法の有効性，大店法の意義と限界を見つ
けることにあった。そのための準備作業とし
て，Ⅰ章，Ⅱ章，Ⅲ章を置いた。
　Ⅰ章では，大店法の基本的性格を吟味した。
　Ⅱ章では，零細小売店の持つ「毛細血管的役
割説」（保田説，西村説）と「零細小売商と大
型店はそれぞれの存立をかけて激しく競争する
ような業種を共有しない」（田村説）を中心に
検討した。
　「ポンドで度の購入をすれば，!ポ
ンドで㧛度
 
の購入をするのに比し，倍だけの
時間を要する。人の小商人と通信すれば，㧛

人

の大商人と通信するのに比し，倍だけの通
信，用紙，郵税を要する。」「大規模に行われて
も小規模に行われても同一機能は同等量の労働
時間を要するということが，商業では産業でよ
りも遙かに甚だしい」（いずれも『資本論』青
木文庫版，第㧣分冊　ページ。傍点─原
文イタリック体）という理論は，卸売商業に固
有の理論ではない。問題は，この理論だけで小
売商業のあり方をすべて説明出来るものでもな
いという所にある。
　『資本論』におけるこの商業経済論を基礎に
Ⅲ章を展開した。小売は個人的な最終消費者に
たいする販売であるが，その個人的消費は本来
小規模で，分散的かつ個性的なものである。こ
のような個人的消費の小規模性，分散性に対応
して，小売商はおのずから小規模で多数に分散
することにならざるを得ないという小売商業の
固有性がある。
　小売は「生産された商品が最終需要者（消費
者）の手にわたって使用価値になる汀に位置し
ている。製造者の側からは資本の論理が，消費
者の側からは人間の論理がはたらきかけてく
る」（堤説）と言われる所以である。後者に着
目するかぎりにおいて，Ⅱ章で吟味した零細小
売商＝「毛細血管的役割」説も完全な誤謬とま
では言えないであろう。問題は「経営」として
ゴーイング・コンサーンたり得るかということ
である。
　Ⅳ章は，㧝つの節から成り立っている。第㧛
節では，やや長いスパンで小売業の消長を確認
しようと試みた。そこでは，高度経済成長が軌
道にのり，「流通革命論」が展開された年
以降の大規模小売店，スーパー・マーケットの
成長と零細小売商の停滞，衰退，零落の確認で
ある。㧛～㧜人層の～年の商店数増加
率は#％，年平均#％の増加，～年
の減少率は％，年平均㧜％の減少である。
人以上層の大規模店は，年間で商店数を!
倍に増やしている。
　さらに，㧛～㧜人層，㧝～㧞人層における地
位低下を図㧜，図㧝で検証し，引き続き，図㧞
で商品購入先割合における一般小売商の低下
は，スーパー・マーケットの増加とリンクして
いることを確認した。その後で，スーパー・マ
ーケットの全国的展開をやや詳しく見た。日本
経済は，年には石油危機に遭遇し，高度経
済成長は終焉をむかえる。ちょうどこのような
経済状況の中で，大店法が成立，施行されたの
である。
　Ⅳ章㧜節のテーマは「小売業の盛衰と国家の
流通政策」である。まずはじめに，業態別年間
販売額構成比の推移を表㧛で確認した。それに
よると，年におけるセルフ・サービス店の
シェアは#％，百貨店のそれは#％であった
ものが，年には前者が#％，後者が#％
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へと逆転し，その㧜年後の年に大店法が施
行された。このことは，中小零細小売商業「保
護」政策の対象が，百貨店からスーパー・マー
ケットへ移行したことを象徴している。
　日本の商業政策は，昭和年代の末に大きく
方向転換したと言われている。それは，中小零
細商業の「保護政策から淘汰政策」への転換，
「商業政策から流通政策」への転換である。前
者は，「自助努力」するものには支援するが，
そうでないものには支援しないという政策であ
る。後者は，中小零細商業「保護」政策から経
済政策，産業政策の一環としての流通政策への
転換，流通近代化政策への転換であった。
　大店法はこのような経緯の中で成立，施行さ
れたのであるから，その目的は「中小小売業の
事業活動を適正に確保」することと「小売業の
正常な発達を図（る）」ことに同等の重み，価
値があるとは理解し難いというのがⅣ章㧜節で
の結論である。
　Ⅳ章㧝節。大店法は大型店の出店規制一本槍
で運用されたわけではない。図表㧛がこのこと
を実証している。大店法は大型店の新規出店に
対しては一定程度規制出来るとしても，既存店
の活動に対して規制するという直接的実効性ま
で持つものではない（図㧟参照）。したがって，
「大店法の規制強化では零細小売業の商店数減
少はくい止めることができなかった」というこ
とであり，大店法は「零細小売業保護にとって
実効性をもつものではなかった」（いずれも番
場説）ということである。
　Ⅳ章㧞節は本稿の結論である。大店法は「零
細小売業の保護にとって実効性をもつものでは
なかった」（番場）としても，大店法の存在そ
れ自体，無意味なものだったのであろうか。ま
ず，大店法による規制の緩和と商店数減少の関
係の有無についての議論をフォローし，次に，
これまで発表した拙稿の結論部分を㧡点にわた
って整理した。
　最も重要なことは，第㧡点目，つまり，㧛～
㧜人層における㧛人当たりの販売効率の低さ，
売場効率の低さである。零細層における販売労
働効率の低さ，売場効率の低さは，年に特
有のことではなく，年当時においてもそう
であった。このことからすれば，零細層におけ
る低効率性は，早晩，「経営」困難，「経営」危
機，閉店，廃業へといたることは明らかであ
る。
　指摘した㧡つの事実は，相互に関連を有しな
がら，どれもが零細小売層を弱体化へといたら
しめる内的要因である。これらの内的要因は，
大店法の緩和という外的要因に誘発されつつ，
弱体化を促進し，商店数減少という形で顕在化
したというのが結論である。零細商店数の減少
が大店法の存在，緩和とは直接関係ないとして
も，大店法の存在自体が零細小売層にとって無
意味であったことを意味するものではない。そ
れは，年～年（規制のはじまり，規制
強化の時期）における㧛～㧞人層の年間販売額
構成比の年平均低下は#ポイント減であるの
に対し，年～年（規制緩和の時期）の
それは#ポイント減，年～年（大店
法施行前）におけるそれは#ポイント減であ
るという事実に，大店法の「存在意義」はあっ
た。しかし，限界も同時に持っていたと認識し
なければならない。
〔付　記〕
　本稿は，日本流通学会プロジェクト「日本における
中小零細小売業問題」活動結果の一部である。記して
感謝の意を表したい。
（年月日受付）
（年月日掲載決定）
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